様式第１号（第６条、第11条関係）
「とっとり匠の技」活用リモデル事業計画（報告）書
１　対象要件への適合　
	１ 建築物所有権等
自ら所有する又は賃借権若しくは使用貸借による権利を有する県内の建築物であること。内部改修工事は改修部分の床面積が７平方メートル以上あること。
	改修部分の床面積（内部改修工事）
	
	（ｍ2）

	
	※（該当するものに○印）
① 自ら所有する（　　　）
② 賃借権又は使用貸借による権利を有する（　　　）
②については、別紙１「「とっとり匠の技」活用リモデル事業に関する同意書」を添付すること。

	２ 伝統技術活用
　右記のいずれか２種以上の伝統技術を活用。見付面積が各要件に規定する面積に２を乗じて得た数字以上である場合には１種。
	伝統技術

	
	・建築大工　（　　内部　　・　　外壁　　）
・左 　 官  （　　内部　　・　　外壁　　・　　塀　　）
・建具製作  （　　有　　・　　無　　）

	３ 技能士
県内業者に所属する技能士（個人営業の場合は、県内に居住する技能士）で、一級又は二級の資格を有する技能士がその工事を施工すること。
	内部改修工事
	建築大工
技能士
（一級・二級）
	技能士氏名
	

	
	
	
	施工業者名
	

	
	
	
	所　在　地
	

	
	
	左官技能士
（一級・二級）
	技能士氏名
	

	
	
	
	施工業者名
	

	
	
	
	所　在　地
	

	
	
	建具製作
技能士
（一級・二級）
	技能士氏名
	

	
	
	
	施工業者名
	

	
	
	
	所　在　地
	

	
	外部改修工事
	建築大工
技能士
（一級・二級）
	技能士氏名
	

	
	
	
	施工業者名
	

	
	
	
	所　在　地
	

	
	
	左官技能士
（外壁）
（一級・二級）
	技能士氏名
	

	
	
	
	施工業者名
	

	
	
	
	所　在　地
	

	
	
	左官技能士
（塀）
（一級・二級）
	技能士氏名
	

	
	
	
	施工業者名
	

	
	
	
	所　在　地
	


２　算出内訳
	伝統技術活用
	補助対象経費
（A）
	基準額
（B）
	（A）（B）を比較して、
いずれか少ない方の額の２分の１

	
	１．建築大工技能
	円
	円
	円

	
	２．左官技能
	円
	円
	円

	
	３．建具製作技能
	円
	円
	円

	合　　計
	円

	千円未満は切り捨て額（上限５０万円）
	円


※別紙２「伝統技術活用調書」を添付すること。
３　建築物の内容
	所在地
	

	建築確認申請の要否
	要　　・　　不要

	工期（予定・実績）
	年　　月　　日　　～　　　　年　　月　　日

	完成（予定）年月日
	年　　　　月　　　　日


４　他の補助金の活用状況
	活用の有無
	補助金名、事業名、事業内容及び問い合わせ先（部署名、団体名、連絡先）

	有　・　無
	


※補助事業の内容が建設工事で補助対象となる建物に対し、過去に補助金を活用して整備した実績があ
る場合は、当時の整備内容を記載すること。また、今後、当該建物（設備、備品を含む）に他の補助金
を活用する別の整備計画の予定がある場合はその内容についても記載すること。
